
１．公益目的財産額

２．当該事業年度の公益目的収支差額（(1)＋(2)－(3)）

　　(1)前事業年度末日の公益目的収支差額

　　(2)当該事業年度の公益目的支出の額

　　(3)当該事業年度の実施事業収入の額

３．当該事業年度末日の公益目的財産残額

４．２の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由

「公益目的支出計画の状況」

公益目的支出計画の
(１)計画上の完了見込み

完了予定事業年度の末日
(２)(１)より早まる見込みの場合

（７年目） （８年目） （９年目）

翌事業年度

計画 実績 計画 実績 計画

公益目的財産額 24,491,983 24,491,983 24,491,983 24,491,983 24,491,983

公益目的収支差額 9,579,640 11,853,276 10,948,160 15,604,323 12,316,680

公益目的支出の額 8,930,820 8,552,394 8,930,820 10,027,838 8,930,820

実施事業収入の額 7,562,300 7,404,258 7,562,300 6,276,791 7,562,300

公益目的財産残額 14,912,343 12,638,707 13,543,823 8,887,660 12,175,303

前事業年度 当該事業年度

「公益目的支出計画」実施報告書

元年度（2019.4.1～2020.3.31まで）の概要

24,491,983

15,604,323

11,853,276

10,027,838

6,276,791

8,887,660

事業実施のための財源として公益財団法人全国法人会総連合から交付される助成金については、公益事業に使
途が限定される「助成金Ａ」と、会運営全般に充当できる「助成金Ｂ」がある。

移行認可時においては、助成金Ｂの一部（33％）を実施事業に充当する計画としていたが、本会の安定的な運
営を図るためにはその一定割合を法人会計等にも充当する必要があることから、平成25年度より、助成金Ｂの
配賦割合を変更し、40％を法人会計に60％をその他会計に充当し、実施事業は0％と改めた。その結果、事業収
入額が減少し、計画よりも収支差額が増加したものである。

令和12年3月31日


